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Ⅰ 本書の位置づけ 
本仕様書は、「川崎市地方卸売市場南部市場指定管理者募集要項（以下「募集要項」という。）」に

基づいて、川崎市地方卸売市場業務条例（平成１８年川崎市条例第７０号。以下「業務条例」という。）

第３条第２項の規定により指定するもの（以下「指定管理者」という。）の募集を行うにあたり、指

定管理業務の範囲及び実施基準を定めるものです。申請者は、申請書類の作成にあたり、本仕様書

に定める内容及び業務実施基準を遵守するものとします。 
なお、本仕様書は、川崎市（以下「本市」という。）が指定管理者に対して求める業務及びサービ

スの質に対する考え方の最低水準を示しているものであり、申請者は、積極的に創意工夫を発揮し

た提案を行ってください。 
 

Ⅱ 総則 
(1) これまでの経過と施設運営に関する基本的な考え方 

    募集要項中、「１ 指定管理者制度導入及び施設の目的」に記載のとおりです。本市が引き続き、

川崎市地方卸売市場南部市場（以下「南部市場」という。）について、指定管理者制度での管理運営

を行うにあたり、指定管理者は、卸売市場の設置目的、川崎市卸売市場経営プラン改訂版における

運営・取組方針、地域における役割等を十分に理解し、民間の技術力、企画提案力、経営的能力の

活用等により、管理運営の効率化と共に、市場の活性化を図ることを目的として、管理運営業務を

行うものとします。 
 

(2) 対象施設の概要 

開 設 者 川崎市 
所 在 地 川崎市幸区南幸町３丁目１２６番地１ 
敷 地 面 積 32,224 ㎡ 
概 要  南部市場は、国道１号沿いに位置し、多彩な商業施設やオフィス、高層

マンションなどが集積するＪＲ川崎駅及び京急川崎駅から比較的近い等、

立地条件に恵まれた地方卸売市場です。 
 青果部、水産物部及び花き部の３部門を取扱い、安全で安心な生鮮食料

品等の安定供給を図っています。 
主 要 施 設 青果卸売場棟、水産卸売場棟、花き卸売場棟、水産仲卸売場棟、管理事務

所棟、青果卸売業者事務所棟、関連商品売場棟、関連商品売場棟（食堂）、

花き保冷施設、指定駐車場、その他施設〔冷蔵庫（第一・第二）、倉庫（定

温倉庫、西側倉庫等）、発酵室、変電室、守衛室 他〕 
   ※管理を行う市場施設は、上記主要施設のほか、トイレ、ごみ集積所、南部市場の敷地内にある

外構及び植栽、その他南部市場の土地及び南部市場の敷地内に設置された建築物、設備等（卸

売業者、仲卸業者及び関連事業者（以下「場内事業者」という。）が設置したものを除く。）並

びに正門前の国道１号の横断歩道付近にあるアーチ状の案内標識及びその照明設備になり

ます（「【資料１】管理を行う市場施設等図」参照）。 
 

(3) 指定期間 

指定管理者の指定期間は、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間）とします。
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ただし、管理運営業務を継続することが適当でないと本市が認める場合には、指定期間中において

も指定管理者の指定を取り消すことがあります。 
 

(4) 業務の範囲（指定管理業務） 

   指定管理者が行う業務は、次に示すとおりとします。また、本仕様書に示されていない業務につ

いては、募集要項中、「８ 提案事業と自主事業」に記載のとおりです。 
ア 施設に関する業務 
イ 料金の収受に関する業務 
ウ 取引に関する業務 
エ その他の業務 

 
(5) 指定管理者が行う業務及びサービスの質 

募集要項の添付資料である、本仕様書及び「施設維持管理業務に関する基準詳細」は、本市が指

定管理者に対して求める業務及びサービスの質に対する考え方を、最低水準としてお示しするもの

です。申請者は、この最低水準以上の提案を行うものとし、具体的な仕様が規定されていない内容

についても、積極的に創意工夫を発揮した提案を行ってください。 
 

(6) 管理運営の基本事項 

ア 管理運営日及び管理運営時間 
南部市場は原則２４時間開門していることから、指定管理者は、年間を通じ２４時間体制で警

備等の管理運営業務にあたるものとします。 
また、開場日においては、せり開始時間（※）から午後３時までの間、職員を最低１名以上常

駐させるものとします。 
※後述する３(1)のとおり、せりは現在休止中のため、せりが行われない日の職員常駐時間は午

前７時３０分からと読み替えます。 
 

イ 開場日及び開場時間 
南部市場は、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休

日並びに１月２日、３日、４日及び１２月３１日を除き、毎日開場します。 
ただし、臨時開場日は、休場日であっても開場するものとし、臨時休場日は開場日であっても

休場するものとします。令和７年の臨時開場日及び臨時休場日の日数は次のとおりです。 
・臨時開場日…青果部において５日、水産物部で５日、花き部で１５日設定しています。 
・臨時休場日…水曜日を中心に青果部において４８日、水産物部で４７日、火・木・土曜日を

中心に花き部において１５３日設定しています。 

なお、開場時間は、原則午前０時から午後１２時までの２４時間となります。 
     ※臨時開場日及び臨時休場日は、本市が前年の１０月頃に決定し、公表しています。 

（開場日及び開場時間は上記のとおりですが、指定管理者は、前項アのとおり開場日以外の

日についても管理運営業務にあたるものとします。） 
 

ウ 施設の料金等の取扱い 
指定管理者は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第８項の規定に基づき、
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施設の利用に関する利用料金を指定管理者の収入として収受することができますが、令和８年度

以降、利用料金の一部について本市が指定管理者から徴収することができる納付金制度が導入さ

れる見込みとなっております（詳細は、募集要項中、「１０ 指定管理者の収支等」を参照くださ

い。）。 
利用料金の額は、業務条例第６８条第２項に規定する金額の範囲内において、あらかじめ市長

の承認を受けた上で、指定管理者が定めることになります。 
なお、指定管理料の支払いは原則行いませんので、利用料金収入のみで運営を行っていただき

ます。 
 

(7) 職員配置 

ア 基本的な考え方 
南部市場は多くの方が利用する公の施設であることから、管理運営業務の実施にあたり、指定

管理者は公的な施設を管理するものとしての自覚を持ち、全ての利用者に対し公平で公正な対応

をすることが求められます。 
また、市場利用者や市民への説明対応、関係者との調整作業等を行うため、南部市場に関係す

る全ての方に信頼される態度で管理運営業務を実施するものとします。 
 

イ 総括責任者、職員等 
(ｱ) 総括責任者及び副責任者の設置 

指定管理者は、管理運営業務を行う実務上の責任者として、総括責任者を南部市場に配置す

るものとします。 
総括責任者は、生鮮食料品等の流通や卸売市場に関する幅広い知識を持つと共に、豊富な経

験を有し、市場全体の管理運営能力を備える者とします。また、総括責任者に代わる者として、

併せて副責任者も設置することとします。 
 (ｲ) 生鮮食料品等の流通や卸売市場に関する知識、経験を有する職員の配置 

南部市場の管理運営にあたり、市場の機能、特性、設置目的を十分に理解した上で業務を安

定的に実施する必要があるため、生鮮食料品等の流通や卸売市場に関する知識、またそれらの

業務に関する経験を有する職員を配置するものとします。 
(ｳ) 施設及び設備の維持管理に必要な資格、知識、技能及び経験を有する職員の配置 

南部市場内の土地、建築物、設備等（以下「市場施設等」という。）を適切な機能を有する状

態に維持し、安全性、快適性を確保するため、市場施設等の維持管理に関し必要となる資格、

知識、技能及び経験を有する職員を配置するものとします。 
(ｴ) 名簿の提出 

指定管理者は、各人員の業務分担、指揮命令系統、緊急時の連絡先等を記載した組織図を作

成し、あらかじめ本市と協議を行い、指定期間の開始までに提出してください。また、提出し

た組織図に変更がある場合も、遅滞なく変更後の組織図を本市に提出してください。 
 

ウ 指定管理業務を行う上での必要な資格 
指定管理業務を行う上で、次の有資格者を必ず選任するものとします。 
・電気主任技術者（第三種以上） 

     ・甲種防火管理者 
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     ・食品衛生責任者 
    なお、電気主任技術者については、南部市場が受電電圧７，０００Ｖ以下の需要設備を使用し

ているため、外部の電気保安法人等に保安管理業務を委託することができます。 
また、その他法令により業務を行う者の資格が定められている場合は、必要な有資格者を選任

し、関係法令上必要な届け出を行い、業務を行うものとします。 
 

エ 勤務体制の保持及び人材育成 
指定管理者は、指定管理業務の実施にあたり、労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法、そ

の他関係法令を遵守するともに、必要な水準以上の業務を指定期間中継続して実施できる組織の

維持・人員の確保を行うものとします。 
また、職員の意識、能力等の向上を図るため必要な研修を行うものとします。 

 
オ その他 

指定管理業務に従事する職員は、ユニフォームの着用等により、業務中、その立場を施設利用

者等から容易に視認できるようにしてください。 
 

(8) 業務上の留意点 

ア 関係法令等の順守 
指定管理者は、次に示す法令等、南部市場の管理運営業務に関連する法令を遵守するものとし

ます。 
(1)川崎市地方卸売市場業務条例及び同施行規則 
(2)卸売市場法、卸売市場法施行令、卸売市場法施行規則 
(3)地方自治法、行政手続法ほか行政関係法規 
(4)労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法規 
(5)建築基準法、消防法、電気事業法ほか施設維持、設備保守点検に関する法規 
(6)川崎市行政手続条例、川崎市契約条例、川崎市個人情報の保護に関する法律施行条例、川崎

市情報公開条例、川崎市暴力団排除条例、川崎市中小企業活性化のための成長戦略に関する

条例、川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例 等 
(7)卸売市場に関して本市が定める要綱・要領等 
(8)その他の関係法令等 

 
イ コンプライアンス（法令遵守） 

過去２年間に次のような事由があった場合、本市に報告する必要があります。 
   (ｱ)本市からの指名停止に該当する事由があった場合（川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱

に規定する措置要件への該当の有無で判断すること。） 
   (ｲ)団体に次の事由があった場合 
     労働基準法、不正競争防止法、特定の業種の営業について、特別の定めをおく法律その他の

法令の違反により、公訴を提起され、又は、行政庁による監督処分がなされたとき。 
   (ｳ)団体の役員又はその使用人により次の事由があった場合 

業務上の贈賄、横領、窃取、搾取、器物損壊その他の指定管理者としての業務の健全かつ適

切な運営に重大な支障をきたす行為又はその恐れがある行為があったとき。 
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※選定結果に関する通知が到着するまでの間は、本件提案に係る申請書類の提出後であっても上記

(ｱ)から(ｳ)までの事由が生じた場合は、速やかに本市に書面で報告してください。事由によって

は、再審査を行う場合があります。 
 
ウ 行政手続の準用 

指定管理者は、行政手続法及び川崎市行政手続条例の「行政庁」として法令の規定に基づいた

運営を行うものとしております。また、指定管理者が施設の利用者等へ指導を行う場合には、本

市の機関に準じるものとして同条例第４条（行政指導）の趣旨に則り適切に行うものとします。 
 

エ 作業報酬の支払いについての規定 
指定管理業務は、川崎市契約条例に規定された「特定契約制度」の対象となることから、本市

と指定管理者が締結する協定書には、作業報酬に関する規定を設けるものとします。なお、作業

報酬下限額の改定に伴う支払い賃金の増減のリスクは指定管理者が負うものとします。 
 

オ 緊急時の対応体制の整備 
指定管理者は、災害や事故等、緊急の事態が生じた場合には、直ちに警察・消防等の関係機関、

本市に通報連絡を行うものとします。また、緊急時を想定した避難訓練等を主体的に計画実施し、

事態に適した対応を迅速かつ正確に行うことができる体制を整備することとします。 
 
  カ 施設における事故への対応等 

(ｱ)指定管理者は、本施設において事故等（不測の事態を含む。）が発生した場合に備えて、対応

マニュアルの整備や職員研修を行う等、適切な事故対応体制を構築するものとします。また、

事故等発生時には直ちにその旨を本市へ報告するものとします。 
(ｲ)事故等の発生に伴う対外的な公表等の対応については、本市と協議の上、行うものとします。 
(ｳ)指定管理者は、必要に応じて保険等に加入するものとします。 
(ｴ)本市が加入を予定している保険等は、次のとおりです。 

・全国市長会市民総合賠償責任保険 
・建物総合損害共済 

ただし、指定管理者の責めに帰すべき事由により、本市又は第三者に損害を与えた場合には、

指定管理者がその損害を賠償するものとします。また、全国市長会市民総合賠償責任保険は、

自主事業の場合は補償対象外となります。 
 

キ 業務の継続性の確保 
災害等が発生し、又は発生する恐れがある場合における本市の業務の継続性を確保するために、

本市が定める「南部市場の災害時の応急対策に関する計画」を踏まえ、指定管理者が管理する本

施設又は運営する事業について、業務の継続性を確保するように努めるものとします。 
 

ク 災害時の救援物資拠点としての業務協力 
    南部市場は、災害時の地域内輸送拠点及び物資保管拠点の候補施設となっており、本市の災害

対策本部からの要請に基づき救援物資等の受け入れ及び仕分け、避難所への配送等を行うことが

求められる場合があります。指定管理者は、これらの本市の対応に関し、協力して関係業務を実
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施します。 
 

ケ 市内中小企業への優先発注 
  物品の購入や業務の委託等をする場合は、「川崎市中小企業活性化のための成長戦略に関する

条例」に準じ、市内中小企業（川崎市内に本社を有する中小企業）の育成及び市内経済の活性化

を図るため、可能な限り市内中小企業への優先発注に努めてください。 
 
コ 業務の一括委託の禁止 

指定管理者は、指定管理業務を一括して第三者に委託することはできません。ただし、業務の

一部（清掃業務、警備業務等）を第三者に委託することができます。その際は、前項（市内中小

企業への優先発注）に留意してください。 
また、指定管理者は、再委託を実施するに当たり、受託事業者名、委託期間等を本市へ報告す

ることとします。 
 

サ 情報セキュリティの遵守・個人情報の保護 
指定管理者は、本市が定める基準等に基づき、情報セキュリティを遵守することとします。併

せて南部市場に関する情報発信を行うソーシャルメディアの運用に際して、個人端末利用は原則

として禁止します。 
また、指定管理者は、個人情報の保護に関する法律に基づき、業務を行うにあたって個人情報

を取扱う場合は、その取扱いに十分留意し、情報の漏えい、滅失及び毀損の防止その他の個人情

報の適切な管理に努め、個人情報を保護するために必要な措置を講じるものとします。なお、個

人情報を漏らす等の行為を行った場合には、個人情報の保護に関する法律に基づく罰則が適用さ

れます。 
 
シ 情報公開 

指定管理者は、業務を行うにあたって作成し、又は取得した文書等で指定管理者が管理してい

るものについては、川崎市情報公開条例に基づき、適正な情報公開に努めることとします。 
 
ス 守秘義務 

指定管理者は、業務を行うにあたって知り得た内容を第三者に漏えいし、又は業務以外の目的

のために使用することはできません。なお、指定期間終了後も同様とします。 
 

セ 暴力団排除 
指定管理者は、神奈川県暴力団排除条例及び川崎市暴力団排除条例に基づき、指定管理業務を

行うものとします。特に、川崎市暴力団排除条例第９条に規定する「公の施設の管理における暴

力団排除」については、これを遵守するものとします。 
 

ソ ヘイトスピーチ 
指定管理者は、「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」に基づき、指定管理者業務を

行うものとします。 
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タ バリアフリー及びユニバーサルデザイン 
本施設の管理運営にあたっては、バリアフリー及びユニバーサルデザインの考え方に沿った運

営に努めるものとします。また、車椅子使用者駐車区画とは別に、「かながわ障害者等用駐車区

画利用証制度」に基づく駐車区画として最低１台分を確保するとともに、利用者への周知等に努

めることとします。 
 

チ 環境への配慮 
指定管理者は、市場内で発生する一般廃棄物、産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を含む）、廃発

泡スチロール等（以下「廃棄物等」という。）の減量化、省エネ行動の実施等、環境に配慮した業

務の実施に努めるものとします。 
 

ツ 公租公課の取り扱い 
募集要項中、「１０ 指定管理者の収支等」に記載のとおりです。 
 

テ 年度協定書の締結 
管理運営の細目、指定管理業務に係る経費等の確認のため、指定期間中、毎年度当初に年度協

定書を取り交わすこととします。 
 
  ト レンタル・リース物件の取扱 
   (ｱ) 現指定管理者が設置し、施設利用者の利用に供しているレンタル・リース物件 

 令和７年７月３１日時点での物件一覧を次に示しますので、現指定管理者等と契約引継ぎ 
の可否等について、調整してください。 

件名 台数 現行リース

契約満了月 
月額 

（税込） 
その他 

フォークリフト 
（8FBL15） 
ﾒｰｶｰ：豊田自動織機 
売主：関東機械ｾﾝﾀｰ 

１台 令和１１年 
５月まで 

51,700 円 ･場内事業者 2 社との 3 社共同利

用 
（指定管理者 24 千円、場内事業

者 28 千円） 
･保守点検は売主が実施 

AED 
売主：セコム 

１台 令和１０年

１１月まで 
5,390 円 AED 本体×１、電極パッド×２、

バッテリー×１ 
監視カメラ 
売主：セコム 

１ シ

ス テ

ム 

令和１０年

２月まで 
81,510 円  

テナント管理システ

ム 
売主：システック 

１ シ

ス テ

ム 

令和１１年

５月まで 
247,500 円  

電話機一式 
（NTT αNXⅡ plus） 

６台 令和１２年 
１１月まで 

22,800 円 ･売主：NTT 東日本 

※フォークリフトについては、現指定管理者のほか、共同利用する場内事業者 2 社との調整も必要となります。  
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(ｲ) 新たに指定管理者が設置し、施設利用者の利用に供するレンタル・リース物件 

      レンタル・リース物件を導入する場合は、事前に本市と協議をするとともに、設置にあ

たり、各種法令上の手続きが必要であれば、指定管理者の責任で行うこと。また、設置の

必要がなくなった際は指定管理者の責任で、速やかに撤去・原状回復すること。 
 

  ナ 本市の施設利用について 
現在、本市が利用する管理事務所棟３階の事務所及び書庫、指定駐車場１台分については、本

市が場内事業者の指導・監督等の業務を行うため、引き続き利用するものとします。また、本市

が主催する会議等のため、管理事務所棟３階の会議室を利用する場合があります。 
 

  ニ その他 
本仕様書に定めがない事項又は疑義が生じた場合には、本市と協議の上、定めるものとします。 

 
１ 施設に関する業務 

(1) 施設の利用に関する業務 

ア 共通事項 
(ｱ) 業務内容 

利用許可又は指定（以下「利用許可等」という。）の対象となる施設（以下「市場施設」とい

う。）の利用に関しては、業務条例及び業務条例施行規則に施設の利用許可、指定、返還、原状

変更等について規定されています。 
指定管理者は、これらの業務について、許可、承認、指定、その他施設利用に関する事項の

決定を含め一連の作業を行うものとします。また、「1-(1) 施設の利用に関する業務」に記載す

る業務を行う際には、毎回事前に本市との協議を行うものとします。 
施設の利用に関する業務の実施にあたり、本市は、指定管理者に対し施設の効用を高める役

割を期待しています。指定管理者は、卸売市場という施設本来の役割を損なわない範囲で、空

き施設の有効活用等、施設の利用促進に向けた取組を行うものとします。 
また、指定管理者は、許可、承認又は指定に制限又は条件を付することができます。ただし、

その内容は許可、承認又は指定に関する事項の確実な実施を図るため必要最小限度のものに限

り、かつ許可、承認又は指定を受けた者に不当な義務を課すものであってはなりません。 
 

(ｲ) 要求水準 
・施設の利用に関する業務を行うにあたっては、業務条例、業務条例施行規則等を遵守する

と共に、施設の利用許可又は指定を受けた者（以下「施設利用者」という。）に対しても法

令遵守を指導すること。 
・卸売市場本来の目的に即して施設の利用に関する業務を行うこと。 
・全ての施設利用者及び施設の利用を希望する者に対し、公平公正な立場で業務を行うこと。 
・施設の利用を希望する者から、事前に希望内容の確認を行った上で、それらの妥当性に

ついて本市と協議を行うこと。協議で妥当と判断された後、施設の利用を希望する者へ

関係様式を配布すると共に、提出すべき書類等の説明を行うこと。 
・申請又は届出に関する書類を提出された際には、その記載内容を十分確認し、不備がある
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場合は補正を指示し、不備がない場合は速やかに審査を行うこと。 
・許可、承認、指定、その他施設利用に関する事項の決定をした際には、指定書、許可書、

承認書等、通知書類を作成し申請者へ引き渡すこと。 
・施設利用状況を記録した台帳を作成し、利用状況に変動があった際には更新を行い、常に

最新の状態を保つこと。 
・毎月初に、最新の施設利用状況を記録した台帳、前月分の許可（指定）・返還状況の変動一

覧を本市に提出すること。 
・申請又は届出に対する一連の作業が終了した際には、本市に対しその審査結果を報告する

こと。 
・施設利用率の向上に努めること。 

 
イ 市場施設の利用許可及び指定 

(ｱ) 業務内容 
指定管理者は、施設の利用を希望する者に対し、市場施設の利用許可等をすることで施設を

利用させることができ、その施設の利用料金を指定管理者の収入とすることができます。指定

管理者は、施設利用（許可）申請に対する施設の利用許可等の審査を行います。 
施設の利用許可等に関する業務は年間を通じて行いますが、利用期間は１年以内（年度途中

で利用許可等をする場合、当該年度の末まで）としていることから、引き続き施設の利用を希

望する者に対し、利用許可等の更新に関する手続きを年度末に行います。 
業務は年間を通して発生し、特に年度末の更新時に業務が集中します。 
 
令和６年度の発行枚数 

 年度末（期初） 期中 合計 
許可 ３４件 ０件 ３４件 
指定 ４６０件 １０件 ４７０件 

 ４９４件 １０件 ５０４件 
        ※年度切り替えに伴う指定の更新に関しては、事業者からの申請書を要しません。 

 
(ｲ) 要求水準 

・利用許可等の審査を行う際は、施設利用者、利用目的等、申請内容を十分に確認し、南部

市場の設置目的に反した不適切な利用許可等をしないこと。 
・空き施設の利用者を決定する際には、募集・選定等について公平公正に行うこと。 
・新たに利用許可等を受けた者に対し、市場施設利用許可（指定）書を作成し引き渡すこと。

また、売上高割利用料金に関すること、施設利用に伴う電気料金に関すること、水道・ガ

スの使用開始又は使用休止の手続きに関すること、原状変更に関すること、保証金に関す

ること、その他施設利用に関する事項を必要に応じ説明すること。 
・年度切り替えに伴う更新に関する一連の業務を行うこと。 

 
ウ 用途変更の承認 

(ｱ) 業務内容 
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南部市場内の各施設は、それぞれ利用の用途を定めており、施設利用者は施設をその本来の

用途以外の用途に利用することはできません。ただし、特別の理由により指定管理者が承認し

た場合は、用途の変更が認められます。 
指定管理者は、用途変更の承認申請に対する審査及び用途変更後の確認を行います。 
業務は年間を通して発生する可能性がありますが、過去３年間の年間業務量は０件となって

います。 
 

(ｲ) 要求水準 
・用途変更は特別な理由による場合にのみ認められるものであることから、用途変更を希望

する者から、事前に希望内容の確認を行った上で、それらの妥当性について本市と協議を

行うこと。協議で妥当と判断された後、用途変更を希望する者へ関係様式を配布すると共

に、提出すべき書類等の説明を行うこと。 
・用途変更を承認した際には、承認内容と変更後の利用状況が合致しているか確認を行うこ

と。 
 

エ 原状変更等の許可 
(ｱ) 業務内容 

施設利用者は、施設の利用にあたり、施設の原状に変更を加えることはできません。ただし、

指定管理者の許可を受けた場合は、原状に変更を加えることが認められます。 
指定管理者は、原状変更をしようとする者から事前に原状変更等許可申請書及び設計図面等

必要書類の提出を受け、許可の審査を行います。また、原状変更の完了後、原状変更した者か

ら原状変更等完了届の提出を受け検査を行います。 
業務は年間を通して発生し、過去３年間の年間平均業務量は約５件となっています。 

 
(ｲ) 要求水準 

・許可の審査にあたっては、建築物の構造上の問題、安全性、施設利用者間の公平性、利便

性等を十分に検討し、関係法令上問題が無いことを確認するとともに、本市と事前に協議

すること。 
・原状変更完了後は検査を行い、許可内容どおりの変更となっているか確認を行うこと。 
・原状回復時の証拠書類とするため、原状変更等許可申請書及び原状変更等完成届並びにそ

れらの添付資料は、必要十分な内容が記載されたものを提出させること。また、原状変更

を行う者に原状変更前後の写真を提出させ、施設の変更状況が明確に把握できるようにす

ること。 
・点検等の記録は適切に保管し、本市から要請があった際には速やかに提出できる状態にし

ておくこと。 
 

オ 市場施設の返還 
(ｱ) 業務内容 

施設を返還しようとする者は、事前に返還届を提出する必要があります。 
指定管理者は、施設を返還しようとする者から返還する日の７日前までに、返還届等の提出

を受け、返還に関する手続きを行います。施設を返還しようとする者が施設の原状変更を行っ
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ている場合、指定管理者は原状回復を命じ、原状回復の実施後、正しく原状に復されているか

検査を行います。 
なお、指定管理者は、原状変更を施した箇所が当該施設の有用性を向上させると認められる

等の場合、原状回復の免除をすることができます。この場合、免除した内容について本市へ報

告すると共に、台帳等により免除状況の記録を行うものとします。 
業務は年間を通して発生し、過去３年間の年間平均業務量は、届出書の枚数：１３枚となっ

ています。 
※返還届は複数枚併せて提出されることがあることから、審査に関する決裁件数は届出書の

枚数と比較し減少します。 
 

(ｲ) 要求水準 
・施設を返還しようとする者に対し、私物の撤去、破損箇所の補修等について、返還日まで

に原状に復するよう命じ、原状に復されているか確認を行うこと。 
・施設を返還しようとする者が、利用期間中に許可を受け原状変更等を行っている場合には、

原状回復を命じ、原状回復実施後の検査を行うこと。また、施設利用者が原状回復の命令

に従わない場合、これに代わる費用の弁償を命じ、費用の回収に努めること。 
・施設を返還する者から、鍵、駐車証等、施設利用期間中に配布した物品を受け取ること。 
・市場施設の原状回復の実施状況及び免除状況を把握するため、それらの実施状況について

台帳等により記録をし、指定期間を通じた履歴の管理を行うこと。 
 

カ 原状回復義務承継の確認 
(ｱ) 業務内容 

施設を返還しようとする者は、利用期間中に許可を受け原状変更等を行っている場合、原則

原状回復を行う必要があります。ただし、施設の返還後、当該施設の利用を希望する者が原状

回復義務を引き継ぐ意思表示をした場合には、原状回復義務を承継することができます。 
指定管理者は、施設を返還しようとする者及び引き続き施設の利用を希望する者から、承継

に関する書面を施設返還日前に受理し、内容の確認を行います。 
業務は年間を通して発生する可能性がありますが、過去３年間の年間業務量は０件となって

います。 
 

(ｲ) 要求水準 
・原状回復に関する全ての義務が承継されることを、施設を返還しようとする者及び引き続

き施設の利用を希望する者双方に説明すること。 
・将来の原状回復に関し、費用負担等の争いが生じることを防ぐため、原状回復義務承継に

関する文書を受理し、記載内容が適切であることを十分確認すること。 
 

キ 許可の取消し、利用の制限等 
(ｱ) 業務内容 

指定管理者は、災害の予防等管理上の必要がある場合には、業務条例に規定された一定の条

件を満たした場合、施設利用者に対し、許可の全部若しくは一部を取消し、又は利用の制限若

しくは停止その他の必要な措置（以下「取消し等」という。）を命ずることができます。 
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業務は年間を通して発生する可能性がありますが、過去３年間の年間業務量は０件となって

います。 
 

(ｲ) 要求水準 
・業務条例第６６条の規定に基づき、取消し等の根拠、経過等を明らかにすること。 
・不利益処分に該当する可能性があるため、処分を行う場合は本市と協議を行うとともに、

川崎市行政手続条例等に準じて適切に対応を行うこと。 
 

ク 市場施設の補修命令等 
(ｱ) 業務内容 

指定管理者は、故意又は過失により市場施設等を滅失又は毀損した者に対し、補修を命じ、

又はその費用の弁償を命ずることができます。 
 

(ｲ) 要求水準 
     ・施設に損害等を与えられた場合、損害等を与えた者の特定に努め、その者に補修等を行わ

せること。 
・損害等を与えた者を特定できず、損害等の修繕を行う場合には、協定書で定めるリスク分

担表の負担区分に従い修繕を行うこと。 
・損害等を与えた者又は指定管理者が滅失又は毀損した施設の修繕を行う際は、事前に本市

へ報告すること。 
・施設利用者が、利用する施設に毀損等を発見した場合、指定管理者はその旨を記載した届

出書を受理し、現場確認等の対応を行うこと。 
 

(2) 市場施設の維持管理に関する業務 

ア 共通事項 
 (ｱ) 業務内容 

     指定管理者は、南部市場の秩序及び衛生環境を良好に保ち、市場施設等を適正な機能を有す

る状態に維持するため、市場施設の維持管理に関する業務を行います。 
 
   (ｲ) 要求水準 
     ・業務の実施にあたり関係法令を遵守するものとし、法に則り法定点検を実施すること。 
     ・業務の実施内容が常に要求水準を満たすよう、人員のバックアップ、緊急時対応、連絡網

の管理等について十分な体制を構築すること。特に設備等の故障に係る緊急対応について

は、特に訓練された技術者が迅速に対応できるよう連絡体制等を整えること。（業務を委託

している場合は、当該委託業者も含む。） 
     ・市場施設等の点検及び保守については、特に訓練された技術者（必要に応じて有資格者）

が行うものとする。 
・施設維持管理に必要な消耗品を調達し、管理、補充をすること。また、消耗品の交換、補

充等の必要性が発生した場合には、迅速に対応を行うこと。 
     ・業務実施の際には、利用者の取引等の業務を妨げないよう努め、影響する恐れがある場合

には、事前に関係者へ周知を行うこと。また、利用者への影響が少ない時間や日程で業務
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を行うこと。 
     ・点検等の記録は適切に保管し、本市から要請があった際には速やかに提出できる状態にし

ておくこと。 
     ・要求水準については、別紙「施設維持管理業務に関する基準詳細」を併せて参照すること。 

 
イ 衛生管理業務 
 (ｱ) 業務内容 

南部市場では、日々生鮮食料品等が取引されるため、常に市場の衛生状態を良好に保つ必要

があります。 
指定管理者は、利用者に対する不衛生な利用状態の改善指導、良好な衛生環境を維持するた

めの取組等、衛生管理に関する業務全般を行います。 
 

(ｲ) 要求水準 
・廃棄物の放置等、衛生管理上好ましくない状態を発見した場合、利用者に対し改善指導を

行うこと。 
・利用許可等をしている施設以外へ放置された不法投棄物について、投棄者の特定に努め、

速やかに撤去させること。放置した者が特定できない場合は、指定管理者の費用負担にお

いて処理すること。また、施設利用者が施設を共同利用している場合、清掃に関する責任

者及び費用の分担等について定めた届を受け、内容の確認、修正の指示等を行うこと。 
・カラス、ハト、ネズミ等鳥獣が市場活動に被害を与えることを防ぐため、鳥獣害に対する

未然防止策の実施、巣の撤去等、被害防止に関する業務を行うこと。なお、鳥獣の捕獲及

び鳥類の卵の採取を行う際には、川崎市動物愛護センター等へ相談し対応すること。 
 
ウ 保安警備業務 

(ｱ) 業務内容 
南部市場は、開場日又は休場日を問わず、２４時間開門しており、昼夜を問わず多くの方が

利用しています。また、生鮮食料品等の取引に関する車両や市場内で働く者の通勤車両等、多

くの車両が出入りします。更に、市場内には日々取引される多くの生鮮食料品等が保管されて

おり、秩序のある環境を維持することが必要になります。 
指定管理者は、これらの特性を考慮した上で、市場内の秩序維持、緊急対応、設備等の不具

合箇所の発見等を目的とし、２４時間体制で保安警備を行います。 
 

(ｲ) 要求水準 
・２４時間体制で保安警備業務を行うものとし、市場内の巡回警備を行うこと。 
・市場内における廃棄物の排出及び不法投棄について指導、監視し、廃棄物置場における監

督、指導、整理等の業務を行うこと。 
・年末は利用者及び入退場車両が増加することから、年末特別警備を実施し、警備を強化す

ること。 
・イベント等実施の際は、必要に応じて警備を強化し、参加者の安全等を確保すること。 
・緊急事態に対応するための体制を十分に整えること。 
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エ 清掃業務 
(ｱ) 業務内容 

指定管理者は、市場内の衛生環境を良好に保ち、利用者に快適な作業環境を提供するため、

市場施設等の清掃を行います。 
 

(ｲ) 要求水準 
・市場内の衛生環境を良好に保ち、利用者の快適な作業環境を整えること。 
・清掃場所の実態を踏まえ、日常清掃、定期清掃及び消毒を組み合わせて実施すること。 
・用地内に設置された下水管路等の調査を行うと共に、管路等の汚泥及び汚水の撤去を定期

的に行うこと。 
・清掃業務に使用する清掃用具及び補充用品等は、常に整理整頓に努め、人体に有害な薬品

等は関係法令等に準拠し、厳重に管理を行うこと。 
 

オ 施設維持管理業務 
(ｱ) 業務内容 

指定管理者は、設備等の安全性を確保し、適正な機能を有する状態に維持するため、市場施

設等の維持管理業務全般を行います。 
 

(ｲ) 要求水準 
・市場施設等の管理を行う際には、安全性、美観を維持し、正常な運転や機能を確保するた

め、定期点検及び故障時等の緊急対応を実施すること。 
・故障・不具合等に対するクレームが発生した場合には、現場確認、初動対応等の処置を速

やかに行った上で本市へ報告すること。 
・自家用電気工作物、非常照明直流電源装置、冷凍冷蔵設備等を常時安全かつ良好な状態に

保つため、保守点検を実施すること。 
・建築物屋上に設置された貯水槽について、届出に関すること、清掃及び清掃に伴う検査に

関すること等、管理に関する業務を行うこと。 
・市場内から排出される下水を分析検査し、汚染物質が排除基準を超えぬよう努めること。

また、利用者に対し、適切な排水に関する指導を行うこと。 
・建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に基づく建築物及び建築設備の定期点検を、法

に定める有資格者により実施し、点検報告書を作成・保管すること。 

・指定管理者が管理すべき共有部分等に設置されている照明器具が正常に点灯しなくなった

際には、照明器具の交換や修繕により正常な状態へ復旧させること。 
・市場内用地に植えられている植栽の管理を行うこと。 
・守衛室に設置する AED（１台）について、日々の点検や案内表示の掲示等を実施すると

ともに、本体や、消耗品であるバッテリー・電極パッド等を適宜交換・補充し、適正に管

理すること。なお、現在設置の AED 本体及び消耗品等の使用期限は次のとおりである。 
名称 使用期限 その他 

AED 本体 令和１０年１１月 ﾒｰｶｰ：日本光電 
電極パッド 令和８年３月 機種：カルジオライフ AED-3100 
バッテリー 令和９年１１月  
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・南部市場正門から続くフェンスは、隣接する民有地に、地権者との申し合わせにより本市

が設置した設備であり、他の市場施設等と同様に管理を行うこと。 
・南部市場正門前の国道１号の横断歩道付近にあるアーチ状の案内標識及びその照明設備に

ついて、落下等の事故が生じないよう、定期的な点検を含む十分な安全対策を実施するこ

と。 
・本市が所有する備品（「【資料２】備品一覧」で示すものに限る。ただし、掲載されている

備品については、指定期間開始前までに一部変更となる可能性がある。）は、指定管理者

へ無償で貸与するものとし、指定管理者は適正に管理すること。配置されている物品類以

外で、指定管理者が必要とするものは、指定管理者が調達すること。また、一部の備品に

ついては、本市職員も共同で使用することがある。 
 

カ 廃棄物処理関連業務 
(ｱ) 業務内容 

南部市場では、市場内で発生する廃棄物等を、「南部市場ごみ処理委員会」（以下「ごみ処理

委員会」という。）で決定された排出方法等に基づき処理しています。 
指定管理者は、廃棄物等の処理業務の他、廃棄物の適切な保管、利用者への指導監督、廃棄

物等発生量削減に向けた市場関係事業者との連絡調整等、廃棄物等に関する業務全般を行いま

す。 
また、廃棄物等に関する課題について対応協議することを目的として、場内事業者の代表者

で組織するごみ処理委員会を適宜に開催しています。指定管理者はごみ処理委員会の事務局と

して関連業務を行い、総括責任者は委員としてごみ処理委員会へ出席します。 
 

【令和６年度の廃棄物排出量】 
廃棄物の種類 指定管理者 場内事業者 合計 
一般廃棄物 3,650ｋｇ 75,220ｋｇ 78,870ｋｇ 
産業廃棄物 3,037ｋｇ 24,543ｋｇ 27,580ｋｇ 

  ※発砲スチロールは除く  ※場内事業者が、直接、収集・搬出した廃棄物除く 
  ※小規模修繕工事に伴い発生する解体ガラ等は除く（工事費の一部として支払） 
  ※空き缶、ペットボトル、空き瓶は除く（数量に関わらず無償リサイクル） 
 
(ｲ) 要求水準 

・業務を第三者へ委託する場合には、必要となる許可等を有しているか、事前に確認を行う

こと。 
・ごみ処理委員会の事務局として、ごみ処理委員会会則に基づき、定期的に委員会を開催す

ること。また、委員会の開催にあたり、各委員との連絡調整（日程・議題調整）、資料・摘

録作成及び委員会の進行を行うと共に、委員会内で決定された事項について、利用者へ周

知・指導等を行うこと。なお、総括責任者も委員の一人として職務にあたることとし、事

務局員と共に委員会へ出席すること。 
・ごみ処理委員会における決定に基づき、廃棄物等に関する業務を実施すること。 
 

キ 防火・防災関連業務 
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(ｱ) 業務内容 
南部市場は、公の施設として多く方が利用することから、防火・防災に関し未然防止策及び

被害拡大防止策の十分な対応が必要となります。 
指定管理者は、防火・防災対策を実施するため、消防法等関係法令を遵守し、市場関係事業

者との連携を含め十分な管理体制を構築、維持するものとし、防火・防災に関する業務全般を

行います。 
 

(ｲ) 要求水準 
・消防法（昭和２３年法律第１８６号）に基づき関連業務を行うこと。 
・管理権原者及び防火管理者を置き、消防計画を作成すると共に、年１回消防訓練や避難訓

練等を行い緊急時の対応に備えること。（管理権原者も指定管理者が担うものとする。） 
・火災等非常事態が発生した際に、迅速かつ適切な安全対策をとること。また、対応マニュ

アルの整備や職員研修を行う等、適切な防火管理体制を構築すること。 
・消防用設備機器の法定点検や補修、報告書の作成等を行い、消防署への報告を行うこと。 
・消防署が行う検査に対応するとともに、指摘事項があった場合には速やかに対策を講じる

こと。本市の責任によるものについては、速やかに本市と協議すること。 
 

(3) 修繕に関する業務 

ア 小規模修繕 
   (ｱ) 業務内容 

ａ 小規模修繕の実施 
指定管理者は、市場施設及び本市が所有する備品等の劣化や破損の未然防止策を講じると

共に、破損等が発見された場合にはその修繕を行います。なお、修繕にあたっては、迅速性

と計画性のバランスを考慮し、募集要項中、「１１ 指定管理者と本市のリスク分担」の負

担区分に従い、破損箇所の修繕を行います。 
 

ｂ 小規模修繕の１件当たりの限度額及び年度内に負担する標準額 
修繕のうち、市場施設等の破損にかかる修繕で１件当たりの見積金額が４００万円以下の

もの及び指定管理者の管理上の瑕疵によるものについては、指定管理者が実施します。また、

１件あたり４００万円を超える場合は、本市と協議を行い決定するものとします。なお、１

件あたり４００万円以下の複数の修繕を一括で実施する場合には、全体で４００万円を超え

る場合であっても、指定管理者が実施するものとします。 
指定管理者が年度内に負担する累計限度額の標準額は、２，５００万円程度（参考：令和

２～令和６年度の５年間の平均修繕費は、指定管理者の収支差を市場へ還元するために増額

された影響で２，８８６万円）としますが、指定管理者からの提案等を踏まえ、本市と協議

の上、確定限度額を年度協定にて定めるものとします。 
修繕費用が限度額を超えた場合は、本市と対応を協議します。また、年間の修繕費が、限

度額に達しないと見込まれる場合は、年度内に本市と協議を行い、市場活性化など指定管理

者の利益還元への支出や、本市への納付金の増額等の対応を行います。 
 

ｃ 小規模修繕計画の策定と更新 
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指定期間中には、修繕の必要な箇所が多々発見されると共に、市場利用者から修繕に関す

る様々な要望をいただくことが予想され、計画的な修繕の実施が求められます。そのため、

指定管理者は、修繕必要箇所、優先順位、概算金額等を記録した小規模修繕計画（年度計画）

を策定し、日々発見される将来的に修繕の必要な破損等について随時更新しながら、計画的

な小規模修繕の実施に努めていただきます。なお、計画の進捗状況については、毎月のモニ

タリングの中で本市に報告するものとします。 
 

   (ｲ) 要求水準 
     ・修繕の実施にあたっては、事前に本市と協議するものとし、疑義がある場合には、その都

度費用負担と責任を明確化した上で修繕を実施すること。 
     ・緊急性の高い破損等については、速やかに修繕を実施し、周囲に与える影響が最小限とな

るよう努めること。 
     ・将来的に修繕が必要な破損等について、小規模修繕予定表（年間計画）を作成し、随時更

新をしながら、計画的な修繕の実施に努めること。 
     ・修繕については、長寿命化に配慮し実施すること。 

・電気等のメーター交換工事についても、当該年度の交換工事が、400 万円以下の小規模な

ものについては指定管理者が実施すること。 
・修繕の実施時には、利用者への影響が最小限となるよう、休場日に実施する等日程や時間

に配慮するものとし、利用者や周辺環境に影響を与える恐れのある場合には、事前に日程、

時間、修繕内容等を関係者へ周知するものとする。 
・修繕を第三者に発注する場合には、川崎市中小企業活性化のための成長戦略に関する条例

の主旨を踏まえ、市内業者（川崎市内に本社を有する事業者）の育成及び市内経済の活性

化を図るため、可能な限り市内業者の活用に努めること。 
・指定管理者が修繕を実施した場合、本仕様書又は本市との協議資料、設計図、修繕前後の

写真等の書面を保管し、必要に応じて本市に提出すること。 
 
※小規模修繕については、「【資料３】小規模修繕実績一覧（R4-R6）」を併せて参照してくだ

さい。 
 

イ 大規模修繕 
   (ｱ) 業務内容 
     本市が実施する大規模修繕については、補修工事、施工管理等を本市が行います。 

指定管理者は、大規模修繕工事の円滑な施工に向けて、本市や場内事業者、施工業者等との

連絡調整を行うとともに、大規模修繕必要箇所に関する台帳の作成及び本市への提出等を行い

ます。 
 

(ｲ) 要求水準 
     ・大規模修繕工事の実施にあたり、施設利用者及び周辺地域への周知、施工業者、本市（北

部市場、まちづくり局等）との連絡調整を行うこと。 
     ・大規模修繕が必要な箇所について、台帳を作成し更新を行うこと。 
     ・台帳は、本市が大規模修繕計画を作成する際の参考とするため、前年度の５月末日までに
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本市へ提出するものとする。 
 
※大規模修繕の直近年度の実績は次のとおりです。  

年度 工事名 
令和４年度 高圧受変電設備等更新工事 

変電設備等改修工事 

令和５年度 青果卸売場棟天井改修 

令和６年度 卸業者事務所棟屋上防水改修 
電気メーター交換工事 

 
(4) 市場内における事故及び緊急事態への対応 

  ア 業務概要 
指定管理者は、市場施設等において事故（不測の事態を含む。）が起きた場合、また事件、火

事、災害等緊急事態が発生した場合には、適切な初動対応をとり、事態の収束を図ると共に、市

場の機能が維持できるよう、必要な対応を行います。 
また、南部市場が地域内輸送拠点及び物資保管拠点の候補施設となっていることへの対応につ

いては、Ⅱ(8)クのとおりです。 

 
  イ 要求水準 
    ・事故や緊急事態等の発生に備え、対応マニュアルの整備や職員研修を行うなど、適切な危機

管理体制を構築すること。 
・事故及び緊急事態の発生時には、対応マニュアルや本市が定める「南部市場の災害時の応急

対策に関する計画」等に基づき直ちに応急対応をとり、警察・消防等への通報、本市への報

告、関係者への連絡を行うものとする。 
    ・火災、災害等緊急事態の発生時に、施設利用者等、関係者への連絡をとらなければいけない

可能性が生じることから、施設利用者の緊急連絡先をまとめた緊急連絡名簿の保管・管理を

行うこと。また、緊急連絡名簿は定期的に最新の内容に更新すること。なお、緊急連絡名簿

は個人情報を含むため、関係法令を遵守し、厳重かつ適正に取扱うものとする。 
    ・災害・事故等発生に伴う対外的な発表、広報、対応については、本市と協議を行うこと。 
    ・南部市場を利用して実施する災害対応その他必要な措置について、本市から協力の要請があ

った場合には、可能な限り協力すること。要請がない場合においても、災害時等の状況に応

じて、緊急の必要があると認める場合は、市民等の安全確保のため自らの判断により、適切

な災害対応その他必要な措置に努めること。なお、それらの措置に伴う損害及び増加費用は、

合理的に認められる範囲で本市が負担することを原則として、協議により決定するものとす

る。 
    ・特に、南部市場が、災害時の救援物資の集積拠点として役割を担う際には、本市の指示に従

いながら、物資等の受け入れ及び仕分け、避難所への配送等が迅速かつ適切に実施されるよ

う、関係事業者とも連携し積極的に協力すること。 
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(5) 車両及び駐車場の利用に関する管理 

ア 自動車保管場所使用承諾証明書の発行 
   (ｱ) 業務内容 

指定管理者は、指定駐車場（有料駐車場）利用者が自動車保管場所使用承諾証明書（以下「使

用承諾証明書」という。）の発行を希望した場合、本市が定める基準を満たしているものに限

り、使用承諾証明書を発行します。 
 
   (ｲ) 要求水準 

・指定駐車場利用者から自動車保管場所使用承認申請書が提出された場合、申請内容が本市

の定める基準を満たしているか審査を行い、基準を満たしているものについて使用承諾証

明書を作成し、申請者へ引き渡すこと。 
・使用承諾証明書発行の対象となる車両について、自動車検査証の写しを提出させること。 
・使用承諾証明書の発行状況を記録した台帳を作成し、内容の更新を行うこと。 

 
  イ 場内駐車場の秩序維持 
   (ｱ) 業務内容 
     南部市場では、指定駐車場への無断駐車等を防止するため、指定駐車場の利用者に対し、駐

車場 No.や車両番号等を記した指定駐車場駐車証（以下「駐車証」という。）を駐車車両に掲示

することを義務付けています。指定管理者は、指定駐車場に駐車する車両の秩序を保つため、

駐車証の発行を行います。 
     また、買出し人用駐車場の適正利用を図るため、適宜違法駐車の監視・指導等の対策を講じ

ます。 
 
   (ｲ) 要求水準 

・指定駐車場の新規利用者及び登録車両を変更する者から、指定駐車場の登録車両に関する

届の提出を受けた際には、内容を審査した上、駐車証を発行・交付すること。なお、登録

内容を変更することに伴い駐車証を発行する場合、変更前の駐車証を返却してもらうこと。 
・駐車証の発行状況を記録した台帳を作成し、内容の更新を行うこと。 
・違法駐車の監視・指導等の対策を適宜講じることにより、買出し人用駐車場の適正利用を

図ること。 
 

(6) 拾得物の取扱い 

ア 業務内容 
    指定管理者は、市場内で発見された拾得物が届けられた場合（指定管理者が拾得したものを含

む。）、拾得物届出書を作成し、最寄りの警察署へ拾得物及び拾得物届出書の写しを提出します。 
  イ 要求水準 
    ・拾得物届出書には、拾得場所、拾得者、拾得物の内容等、警察署に届ける際に必要となる情

報を記録するものとし、拾得後遅滞なく最寄りの警察署へ拾得物及び拾得物届出書の写しを

提出すること。特に拾得物が現金等貴重品の場合には、早急に警察署へ提出すること。 
    ・拾得物件預り書を警察署で受け取り、保管すること。 
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（7）市場施設等の有効活用 

  ア 業務内容 
    指定管理者は、卸売市場取扱数量の増加に対応するため、市場施設等の効率的な運用により

作業用スペースを創出し、活用する取組を行います。 
  イ 要求水準 
    ・場内事業者等が共用部分に置いているパレット等の資器材について、管理・処分する権利を

持つ者に対し整理整頓や廃棄を促すこと。 
    ・施設の原状変更を伴うもの（使用方法の変更を含む。）については、本市と事前に協議を行い、

承諾を得てから行うこと。 
 
２ 料金の収受に関する業務 

(1) 利用料金等の収受 

  ア 業務内容 
指定管理者は、施設利用者から業務条例第６８条に規定する利用料金等を徴収し、市場の管理

運営を行う費用に充てるものとします。 
業務条例第６８条に規定する利用料金は、市場利用料金（いわゆる売上高割利用料金）と、施

設利用料金（いわゆる面積割利用料金）で構成され、利用料金の額は、業務条例第６８条第２項

別表に規定する金額の範囲内において、あらかじめ市長の承認を受けた上で、指定管理者が決定

することができます。なお、売上高割利用料金の算定根拠となる卸売業者の卸売金額等について

は、前月分を毎月１２日までに本市から通知します。 
業務条例第６８条で規定する利用料金が指定管理者に支払われない場合には、業務条例第１４

条の規定に基づき、本市は施設利用者から預託された保証金をこれに充てることができます。 
    なお、募集要項中、「１０ 指定管理者の収支等」に記載のとおり、令和８年度以降、納付金制

度が導入された場合には、指定管理者は収入の一部を本市に納付していただくことになります。 
 
  イ 要求水準 
    ・利用料金は、業務条例及び業務条例施行規則の規定に基づき、徴収すること。 

・保証金は無条件で充当するものではないため、利用料金等が期日までに支払われない場合は、

督促を行う等、指定管理者が自己の責任において回収するよう努めること。また、滞納につ

いては、月毎のモニタリング等を通じて適宜本市に報告すること。 
・督促や催告を行う場合は、関係法令等に基づき適正に行うこと。 

 
(2) 利用料金の減免 

ア 業務内容 
指定管理者は、利用料金減免申請書の提出があった場合、業務条例等の規定に基づき、あらか

じめ市長が定める基準に従い、利用料金を減免することができます。 
 

イ 要求水準 
・利用料金減免申請書の提出を受けた際には、申請書の不備等の確認を十分に行い、申請の妥

当性について本市と協議を行うこと。 
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・減免しようとする内容が、市長が定める基準に沿うものであるか十分に審査を行うこと。 
・減免の状況を記録した台帳を作成し、変動があった際には更新を行い、常に最新の状態を保

つとともに、本市が台帳の提出を求めた時は、速やかに提出すること。 
 

(3) 電気料金の取扱い 

  ア 業務内容 
    電気事業者との電気の受給に関する契約、及び電気料金の支払は、場内事業者に利用許可等を

している施設を含めて、指定管理者が一括して行うものとします。 
指定管理者は、利用許可等をしている各施設の電気使用量や負担率で案分した各施設利用者の

電気使用量に応じて電気料金を計算し、指定管理者に利益が生じないよう実費額のみを徴収しま

す。 
なお、利用許可等をしている施設を除いた範囲で使用される電気及び共有部分で使用される電

気等、指定管理者が負担すべきと定められた電気に係る料金については、指定管理者が負担しま

す（指定管理者が負担する電気料金の実績は、水道料金・下水道使用料との合計額として、募集

要項「【別添１】本施設の管理運営に伴い指定管理者に生じる収支差の取扱いについて」の「現指

定管理者における事業収支の状況」表の光熱水費を参照。）。 
 

  イ 要求水準 
    ・供給される電力の全てが再生可能エネルギーである（いわゆる「再エネ１００％」）の電気事

業者と電気の受給契約を締結し、電気事業者へ期限に遅れることなく毎月電気料金の支払い

を行うこと。 
    ・各施設の電気使用量を把握するため、毎月市場内に設置されている電力量計（令和７年７月

３１日現在３２９台）の検針を行うと共に、電気料金負担者ごとの負担額の計算を行い、各

負担者から電気料金を徴収すること。 
・電気料金負担者から、電気料金が期日までに支払われない場合は、督促を行う等、指定管理

者が自己の責任において回収するよう努めること。 
・本市が使用している事務所の電気料金の支払方法等については、別途覚書を締結し決定する。 

 
(4) 水道料金・下水道使用料及びガス料金の取扱い 

共有部分及び指定管理者のために使用される上下水道及びガスについては、指定管理者が負担す

るものとし、各供給者と契約し、支払いを行います。また、施設利用者が各施設で使用する上下水

道及びガスについては、それぞれの事業者が各供給者と契約し、直接支払を行っています。したが

って、指定管理者は、原則上下水道及びガスについて施設利用者から使用に係る料金を徴収するこ

とはありません。 
 
３ 取引に関する業務 

(1) せり取引の立会い・確認 

令和７年８月現在、南部市場では、卸売業者の意向により、せりが休止となっております。この

ため、本項については、指定期間中にせりが再開された場合にのみ適用されます。 
  ア 業務内容 

せりにおいては、すべての取引参加者に公平な取引機会を保証し、公正な価格形成が行われな
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ければなりません。 
指定管理者は、適正な取引が行われるべくせりに立会います。また、せりにおいて談合その他

不正な行為があると疑われる場合には、本市へ速やかに連絡します。 
せりは毎開場日行われます。（開場日については、「Ⅱ-(6)-イ 開場日及び開場時間」を参照して

ください。） 
【せり開始時間】 

      ・水産物部：午前５時３５分 
      ・青 果 部：午前７時００分 
      ・花 き 部：午前７時３０分 

 
  イ 要求水準 
    ・不正な行為があると疑われる場合、本市への連絡は迅速に行うこと。 
    ・本市への連絡が必要となった場合、記録をとる等、その時の状況を正確かつ詳細に伝えられ

るよう努めること。 
 

(2) 卸売予定数量等の公表 

  ア 卸売予定数量 
   (ｱ) 業務内容 
     卸売業者は毎開場日、卸売を行う１時間前までに卸売予定数量等を指定管理者に報告する必

要があります。指定管理者は報告書を受理し、当該報告書を基に売買取引の方法ごとに、主要

な品目の数量及び主要な産地を、インターネットの利用その他の適切な方法により公表しま

す。受理した報告書は保管します。 
 
   (ｲ) 要求水準 

・報告書を受理する際には、不備がないか確認を十分に行うこと。 
・予定数量の公表は、報告書受理後速やかに行うこと。 
・受理した報告書は適正に保管し、本市から求められた場合には速やかに提出すること。 
・報告書は５年間保存すること。 

 
  イ 卸売価格 
   (ｱ) 業務内容 

卸売業者は毎開場日、卸売を行った物品について卸売価格を指定管理者に報告する必要があ

ります。指定管理者は、報告書を受理し、当該報告書を基に売買取引の方法ごとに、主要な品

目の卸売の数量及び主要な産地並びに高値、中値及び安値に区分した卸売価格を、インターネ

ットの利用その他の適切な方法により公表します。受理した報告書は保管します。 
 
   (ｲ) 要求水準 

・報告書を受理する際には、不備がないか確認を十分に行うこと。 
・予定数量の公表は、報告書受理後遅滞なく行うこと。 
・受理した報告書は適正に保管し、本市から求められた場合には速やかに提出すること。 
・報告書は５年間保存すること。 
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(3) 開場日ごとに提出される取扱高明細日報の受理及び保管 

  ア 業務内容 
上記の卸売価格等報告書及び卸売予定数量等報告書のほか、卸売業者は、開場日ごとに取扱高

明細日報を、指定管理者に提出することになっています。指定管理者は、それを受理し、保管し

ます。 
 
  イ 要求水準 
    ・受理（受領）する際には、不備がないか十分に確認すること。 

・受理した取扱高明細日報は適正に保管し、本市から求められた場合には速やかに提出するこ

と。 
 
４ その他の業務 

(1) 場内事業者との意見交換の場の設置 

  ア 業務概要 
指定管理者は、指定管理者と場内事業者等が市場の管理運営全般について意見交換を行う場を

設置します。 
 
  イ 要求水準 
    ・協議は適宜に開催するものとし、南部市場の管理運営全般について、意見交換を行うこと。 
    ・本市の要請に応じて、協議等の結果を報告すること。 
 

(2) 川崎市地方卸売市場南部市場取引連絡会議への対応 

  ア 業務内容 
    南部市場では、市場の円滑な管理及び運営を図るため、部門ごとに取引連絡会議を開催してい

ます。施設の管理運営について協議が行われる場合は、指定管理者は必要に応じて会議に出席し、

説明等をするものとします。 
 
  イ 要求水準 
    ・協議事項がある場合は事務局と調整し、資料等を用意して会議において説明すること。 
    ・指定管理者の管理運営に関する意見・提案・要望・質問に対しては、誠実に対応すること。 
 

(3) 周辺地域・住民、利用者への対応 

  ア 業務内容 
    指定管理者は、施設の管理運営に関する事項について、周辺地域・住民、利用者から苦情等が

寄せられた場合、迅速かつ適切に問題解決にあたります。 
 
  イ 要求水準 
    ・施設の管理運営に関する苦情等については、指定管理者が対応するものとし、迅速かつ適切

に問題解決にあたるものとする。指定管理者で対応できないような重大な問題については、

本市と対応を協議の上、問題解決にあたること。 
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    ・月毎のモニタリング等を通じて適宜本市に報告すること。 
 

(4) 市場の秩序の維持 

  ア 業務内容 
指定管理者は、公の施設としての秩序の維持に努めると共に、秩序を乱す者等がいる場合は、

指導、入場の制限等、必要な措置を行います。 
 
  イ 要求水準 
    ・秩序を乱す行為の未然防止に努めること。 
    ・公の施設としての機能を維持するため、不適切な行為を行う利用者に対し、指導を行うと共

に、市場の秩序の保持、公共の利益の保全を図るため必要があると認められる場合には、入

場の制限等の措置をとること。 
    ・極めて悪質な利用者への対応等、必要な場合は警察へ協力を要請すること。 
 

(5) 取材対応 

  ア 業務内容 
    指定管理者は、イベントの取材等、報道機関からの取材申込みに対し、可否の決定、連絡調整、

市場案内等の対応を行います。 
 
  イ 要求水準 
    ・市場業務を妨げないか、また市場の活性化に寄与するか等を基準に、取材可否を決定するこ

と。 
・公の施設を管理しているという自覚をもち、公正公平な態度で適切な対応を行うこと。 
・イベントの取材時等においては、南部市場の活性化につながることを意識し、取材対応に努

めること。 
・取材等への対応、撮影時の立会い、各種メディア等への情報提供については、事前に本市に

連絡すること。 
 

(6) 市場のＰＲ策（広報、市場見学） 

ア 広報の実施 
   (ｱ) 業務概要 
     指定管理者は、利用者に対し市場の魅力や、市場からのお知らせを広く発信するとともに、

市場の役割や生鮮食料品等に関する知識の普及等を行うため、インターネットホームページの

運用管理、広報資料の作成・配布等、様々な情報ツールを用いて広報に関する業務を行います。 
 
   (ｲ) 要求水準 
     ・インターネットホームページを作成し、「食」や「花」に関する情報や、市場からの案内、

イベント情報等の掲載について定期的な更新を行い、運用管理を行うこと。 
     ・インターネットホームページの公開にあたり、指定管理者は、総務省「みんなの公共サイ

ト運用ガイドライン」における「５ ウェブアクセシビリティ方針の策定と公開」に基づき、

日本工業規格「JIS X 8341-3:2016」の達成等級 AA に準拠するよう努めること。（なお、
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準拠できない場合においても、ウェブアクセシビリティ方針を定めてインターネットホー

ムページで公開するものする。また、指定期間の終了又は指定の取消しにあたっては、施

設利用者の混乱防止及び持続的な業務の実施の観点から、指定管理者が取得したドメイン

等は、次期指定管理者等に引継ぐことができるよう必要な対応を行うものとする。） 
     ・本市の広報や報道機関等への投げ込み等を活用し、広く広報活動を行うよう努めること。

また、必要に応じ、利用者数の向上につながるような広報資料の作成、配布等を行うこと。 
 

イ 学校等の団体に向けた市場見学の実施 
   (ｱ) 業務概要 

南部市場では、市場の役割を多くの方に知っていただくため、市場見学を希望する団体に対

し、市場の解説、質疑応答、施設案内を中心とした市場見学を実施しています。 
指定管理者は、市場見学に関する一連の業務を行います。 

 
   (ｲ) 要求水準 
     ・ホームページ等で市場見学の広報を行い、見学希望者との連絡調整を行うこと。 
     ・市場の役割や生鮮食料品等の流通などについて分かりやすく説明することを心掛け、質疑

応答を行い、参加者の学習につながる内容とすること。また、十分な学習効果が得られる

よう、事前準備を十分に行うこと。 
     ・見学希望者の個人情報の取扱いには十分注意すること。 
     ・見学時は、利用者の取引等を妨げることなく、また事故が起こることのないよう、周囲に

十分注意すること。 
 

(7) 市場活性化策 

ア 業務内容 
  指定管理者は、①取引の活性化（例：場内事業者と連携した産地及び販路の開拓や販促活動の

実施）、②利便性の向上（例：施設の機能向上）、③施設の有効活用（例：既存施設の利用方法の

提案）を目指し、民間企業ならではの企画提案力や情報収集力を活かし、市場活性化につながる

方策を提案し、実施するものとします。 
 
  イ 要求水準 
    ・場内事業者と連携し、年１回「食鮮まつり」を開催（主催）するとともに、原則月１回開催

される「いちばいち」（主催：場内事業者団体）の実施を支援すること。 
    ・上記のイベントのほか、「4-(7)-ア 業務内容」で示した①取引の活性化、②利便性の向上、③

施設の有効活用のうち１つ又は複数に資する事業を毎年度１件以上提案し、本市との協定書

に位置づけられたものを提案事業として実施すること（募集要項中、「８ 提案事業と自主事

業」を参照）。 
・活性化策の提案にあたっては、事業の効果をより高めるため、場内事業者や、周辺町内会や

市内業者等との連携に努めること。 
    ・イベントの開催時には、場内事業者と協働し、より魅力的な内容となるよう努めること。 
    ・必要に応じてアンケートを実施し、事業内容の向上を図ること。 

・その他、場内事業者の販売先の拡大や営業力の強化等に資する取組の立案・協力に努めるこ
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と 
 

(8) 本市が実施する業務の補助に関する業務 

ア 業務内容 
本市が実施する業務について、指定管理者がその補助業務を行うものがあります。 
指定管理者が補助を行う業務は次のとおりです。 

   (ｱ) 市場関係事業者からの取引及び業務許可関係書類の受領・本市への引き渡し 
   (ｲ) 調査、照会に対応するための施設維持管理についての資料作成 
   (ｳ) 指定期間終了年度における次期仕様書等の作成作業への協力 
   (ｴ) その他命じられた事項 
 
  イ 要求水準 
    これらの業務の実施のため、本市との電子ファイルをやり取りする指定管理者の PC に、富士

フィルムビジネスイノベーション社のドキュメントハンドリング・ソフトウェア「DocuWorks」
のバージョン 9.1 以降のライセンスを取得し、利用可能な状態を維持すること。 

 
(9) 事業計画書、事業報告書、モニタリング等に関する業務 

  ア 事業計画書 
指定管理者は、事業の開始に先立ち、協定締結に向けて本市と協議した内容を反映させた事業

計画書及び事業計画書の付随書類（以下「事業計画書等」という。）を作成し、指定期間開始日の

30 日前までに本市へ届け出て、指定期間開始前までに本市の承認を受けるものとします。 
次年度以降の事業計画書等は、前年度の２月末までに案を作成し、本市に提出するものとしま

す（最終年度を除く。）。提出のあった事業計画書等の案を基に本市と協議し、翌年度４月１日ま

でに内容を確定し、翌年度の年度協定書を締結します。なお、指定管理者は、事業計画書等の作

成にあたり、募集要項、本仕様書、施設維持管理業務に関する基準詳細、その他関係書類に沿う

内容とし、施設の設置目的を踏まえて作成するものとします。 
 
事業計画書等に記載する事項は、次のとおりとします。 

(ｱ) 管理運営業務に関する基本方針 
(ｲ) 運営及び管理業務等に関する事項 
(ｳ) 市場の活性化、地域との連携策等に関する事項 
(ｴ) 自主事業に関する事項（実施を計画する場合に限る。） 
(ｵ) 収支予算及び執行に関する事項（収支差の還元・配分に関することを含む。） 
(ｶ) その他本市が指示する事項 
 

なお、事業計画書の遂行にあたり、年度途中にやむを得ず変更が必要な場合は、あらかじめ本

市に届出て、承認を受けることとします。 
 
  イ 事業報告書等 

指定管理者は、管理運営業務に関する次の事業報告書等を作成し、本市に提出するものとしま

す。なお、報告事項の詳細については、本市と指定管理者との協議により決定するものとします。 
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(ｱ) 月報 
次に示す事項について、月ごとの事業報告書（月報）として、翌月 25 日までに本市へ提出

するものとします。なお、項目については次の内容を含むものとし、セルフモニタリングの報

告に併せて確認するものとします。 
ａ 利用実績（利用料金収入、施設利用状況） 
ｂ 事業の実施状況（維持管理・修繕・運営状況、活性化実施状況等） 
ｃ 事故・苦情等への対応に関する事項 
ｄ 収支状況 
ｅ 利用料金等の滞納状況 
ｆ その他本市が指示する事項 
 

(ｲ) 年度事業報告書 
原則として当該事業年度終了から 60 日以内に本市へ提出するものとします。なお、項目に

ついては以下を含むものとします。 
ａ 利用実績（利用内容、利用実績、利用者数等） 
ｂ 事業の実施状況（指定管理事業のほか、自主事業も含む） 
ｃ 指定管理業務及び自主事業の収支状況に関する事項 
※なお、指定管理者である団体の管理経費や経常利益などを確認するため、関連する財務関連

諸表等の提出を求める場合があります。 
ｄ 事故、苦情等への対応に関する事項 
ｅ その他本市が指示する事項 
 

(ｳ) その他イベントごとの報告等 
本市の要請に応じて、イベントごとの報告等を提出するものとします。 

 
  ウ モニタリング及び評価 
   (ｱ) モニタリング 
     本市は、指定管理業務について、モニタリングを実施します。モニタリングは、指定管理者

が実施するセルフモニタリング結果を踏まえて、本市の所管課が実施するものとします。 
 

(ｲ) 事業評価及び結果の公表 
本市は、指定管理業務について、事業評価（毎年度終了時に実施する「年度評価」と事業終

了年度の前の年度に実施する「総括評価」）を実施します。事業評価は、経済労働局民間活用

事業者選定評価委員会の審議により行い、評価の結果については、本市の管理する公式ホーム

ページで公表します。なお、川崎市中小企業活性化のための成長戦略に関する条例の趣旨を踏

まえ、業務の再委託や物品の購入等に市内中小企業を積極的に活用した実績がある場合、年度

評価において加点を行うことがあります。 
 

(ｳ) 業務の基準を満たしていない場合の措置 
評価の結果、管理の基準や事業計画に示された業務等において、指定管理者の活動実績が基

準を満たしていないと判断された場合、本市は、改善措置を講ずる等の指導を行います。 
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また、指導をしたにもかかわらず、改善されない又は改善の見込みがない場合には、業務の

一部又は全部の停止や指定取消等の措置を講じることがあります。 
 

   (ｴ) 実績評価の反映 
本市が実施し、選定評価委員会が審議した年度ごとの事業評価の結果は、次期指定管理者選定

時の評価に反映させます（詳細は、募集要項中、「１５ 指定管理予定者選定の基準等」(3)イ．

を参照）。

 
(10) 事業開始前の準備 

指定管理者は、事業開始日から円滑に業務が実施できるよう、指定管理者が自らの責任と費用負

担において、指定後速やかに事業運営の準備を開始してください。なお、準備に関する期間、日程、

その方法等については、指定管理者と本市で協議の上定めるものとします。 
事業開始の準備に伴い発生した費用は、指定管理者の負担とします。 

 
(11) 指定期間終了時等の引継ぎ業務、及び預かり金・未収金の取扱い 

指定期間が終了した際、又は指定が取り消された場合には、次のとおり次期指定管理者等へ引継

ぎを行うものとします。 
・次期指定管理者等が事業開始日から円滑に業務が行えるよう、十分な引継ぎ等を行うこと。 
・文書による引継ぎを十分に行うこと。そのため、業務マニュアルについては、適宜更新を行い、

責任をもって、次期指定管理者に引継ぐこと。 
・担当者による現場での説明、引継ぎを十分に行うこと。 
・施設利用状況、事故・トラブル情報、施設・備品の修繕履歴、運営上の留意事項等、市場運営

の状況を引き継ぐこと。 
・使用するホームページやメールアドレス、電話番号等について、利用者の利便性が損なわれな

いよう次期指定管理者と十分協議を行い、引継ぎ等の対応を円滑に行うこと。引継ぎが出来な

い場合は、十分な周知等の対応を行うこと。 
・市場利用者への影響を最小限に抑えるため、関係者に対し、指定管理者の変更に関する事前周

知等を徹底すること。 
・引継ぎに伴い発生した費用は、指定管理者の負担とする。 
・指定管理者が変更を加えた市場施設等、備品などは、原状回復及び撤収を行い、事業開始時の

状態に戻すこと。なお、本市が合意した場合はこの限りではない。 
・当該指定期間外の施設利用指定等に基づき、前納で利用料金等を受領した場合には、当該指定

期間の利用料金等の収入とすることはできず、次期指定管理者等に次期期間分の預かり金とし

て引渡すものとする。なお、指定期間中に納付されなかった利用料金（未収金）については、

指定期間終了後に納付があった場合も、次期指定管理者に引渡す必要はない。 
 

(12) 指定管理者と本市のリスク分担 

指定管理業務に関する指定管理者と本市の主なリスク分担については、募集要項中、「１１ 指

定管理者と本市のリスク分担」のとおりとします。 
    


